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研究人材マネジメントと研究業績  民間研究所と

公的研究所の研究者の意識調査

東京理科大学 石田英夫

1.調 査研究の概要と背景

 われわれの調査研究の特徴とねらいとして次の

二点を挙げることができる。

 (1)基 礎研究分野(バ イオ，情報 ・エレクトロ

ニクス，材料)に 焦点をあわせて，民間企業の研

究所(以 下では，民間と略称)と 国立研究所(国

研 と略称)の 研究人材マネジメントと研究者の意

識の比較分析を行 う。

 (2)研 究人材 マネジメン トや研究者の意識 ・

行動 と研究成果(特 許，論文など)と の関係の分

析 に重点をおいて，独創的研究成果に影響を与え

る要因を探る。

 この調査 は(1)研 究者 ・研究管理者のアンケー

ト調査，(2)民 間 ・国研の代表者の面接調査，(3)

イギ リスとフランスの研究機関の調査という広が

りをもち，1999年10月 か ら2000年3月 にかけ

て行なわれた。 アンケー ト調査は民間11， 国研

10機 関から合計1，503(民 間909， 国研594)票

が回収された。面接調査は民間5， 国研4， 特殊法

人2の 計11研 究所の代表者と高業績の研究者を

対象に行なわれた。海外調査はイギ リス ・フラン

スの民間 ・国立研究所での面接調査およびイギ リ

スにおける小サンプル ・サイズのアンケー ト調査

(民間39，国研39)が 行なわれた。1)

 この調査研究の背景としては，数年前に行われ

たわが国の民間企業の基礎寄 り研究者約1000人

の調査がある(石 田1996)。 また近年 この分野で

も国際比較調査 が行 われ るようにな り，榊原

(1995)に よる日米比較研究，Shapira(1995)ら

による日本とアメリカ，イギリス， ドイッの研究

者の調査結果がある。これ らの先行研究にもとず

いて，わが国民間研究者の特徴を国際比較的視点

から要約 しておこう。

 (1)日 本の民間研究者 は定着性が高 く，他社経

験のある研究者は6-7%に 過 ぎず，欧米の何分の

1と いう低さである。研究者の流動化が研究の活

性化や研究成果の向上に役立つという議論がよく

行われれるが，その根拠は理論的にも実証的にも

薄弱であると言わざるを得ない。欧米の方が研究

者の流動性が高 く，かっ独創的研究成果も多い，

それゆえわが国でも流動化すれば研究成果が上が

るはずだとい う仮定にたった議論が多いのであ

る。

 (2)ひ とたび採用されると定年 まで雇用保証

という極端な人材固定化 は研究成果にマイナスで

あろう。 日本の民間研究所では，企業間移動の低

さを補 うものとして，比較的恒常的な企業内の人

材移動が存在す る。基礎 ・応用研究(R)， 開発

(D)，技術 ・製造(E)の 各部門の間には 「上流」か

ら 「下流」に人材が流動(ス ピルオーバー)し て

おり，その流れが 「主流」だが，下流か ら上流へ

という「逆流」も少なか らず存在する(Kusunoki

他1996)。 人材の企業内移動による組i織の活性化

と部門間情報共有は研究開発の成果の向上や効率

化に貢献 していると考えられる。

 (3) わが国の研究者のキヤ リア開発面 の特徴

としては，専門職志向性の強さと年齢意識の強さ

があげられる。 日本の研究者は，欧米の研究者よ

りも専門職志向が強 く，かっ地位の上昇にっいて

あまり懸念 していない。 これは企業内の部門間移

動先を含めて昇進機会が比較的豊富 だと認識 さ

れ，また資格制度により役職 ポストに必 しも制約

されない昇格可能性のあることによるものだろ

う。

 日本の研究者の年齢による能力限界意識は欧米

よりはるかに強い。そ してそれは本来的な研究能

力限界 というよりは，年齢重視の人材管理の影響

によるいわば 「人工的」な年齢限界意識と言って

よい。年齢意識 にとらわれない人材管理 によっ

て，研究人材のより有効なマネジメントが可能に

なろう。

 (4)優 秀な研究者のモチベーシヨンを向上 さ
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せ，研究成果を高めるたあには，金銭的インセン

テ ィブの強化が不可欠だという議論がよくおこな

われる。た しかに研究者は経済的インセティブの

強化を望んでいるが，彼 らがそれ以上に望んでい

るのは研究上の自由の拡大である。民間研究所に

おいては研究の効率化や新製品開発への圧力が高

まるなかで，研究の自由度とコントロールのより

高度のバランスをとる研究マネジメントが求めら

れていると言えよう。

2.調 査結果の要約

 (1)国 内アンケー ト調査の概要一 国研と民間

   の比較

 この調査の対象，約600人 の国研の研究者 と

900人 の民間の研究者のプロフィールを示すと，

国研の研究者は平均43歳 ， 民間よりも5歳 年上

で，勤続も3年 長いが，年収 は民間とほぼ同水準

(国研866万 円，民間855万 円)で ある。

 研究マネジメントでは，研究の リスクを犯す，

アングラ研究の許容，外部 との情報 ・研究交流，

中途採用，研究の自由度(予 算やスタッフ，勤務

時間，テーマ設定)に ついては国研の方が民間よ

り徹底 しているという結果が示されている。民間

は，研究の製品化，研究成果のフィー ドバック，

柔軟な組織編成において国研より徹底 している。

 研究者の職務満足度は，総合的には民間の方が

国研よりやや高い。民間の研究者は，公正な人事

評価，昇進昇格の機会，専門職キヤ リア，仕事の

権限，研究支援体制，給与，ボーナス，明確な研

究 目標 という点で国研よりも満足度が高い。国研

の研究者の満足度が民間より高いのは，研究の自

由度，外部 との研究交流，外部での発表機会であ

る。調査対象となった国立研究所の間で，研究者

の満足度のかなり大きな差異が見出された。

 研究者の年齢限界の存在を認める者は，国研 ・

民間ともにほぼ半数であるが，民間の研究者の方

が 「年齢限界 はない」 と見る者がやや多かった。

限界年齢を具体的にあげた者は民間の方が多 く，

国研の研究者 は年齢限界は個人差の問題と答える

者が民間より多かった。 このような民間と国研の

差異は，民間では企業内の配置換えの行き先があ

ることや実際の移動慣行 ・移動経験を反映 してい

るものと思われる。

 研究者の転職経験を比較すると，民間7%に 対

して，国研は21%と3倍 に上 っている。 転職者

の前職を見 ると，民間では前職 も民間研究所とい

う者が大多数を占めるが，国研の研究者の前職は

大学が最 も多 く，次いで民間研究所である。転職

の理由として，民間への転職者 はより良い処遇と

研究方針，国研への転職者はより良い研究環境

(設備 ・予算 ・スタッフ)を 求あて転職 した者が

多い。

 上司のリーダーシップについては，おしなべて

民間の上司の方が国研よりもリーダーシップを発

揮 していると言えよう。

 研究者の情報交流については，民間研究所では

組織内(プ ロジェク ト内，部門内，部門間)情 報

交流は国研より活発だが，外部 との情報交流 は国

研より非常に少ない。国研は外部 との情報交流の

すべて(対 民間，政府系，大学，海外)に おいて

民間より活発である。

 研究業績については，国研の研究者は，国内お

よび海外の論文発表，国際学会および国内学会で

の発表，および外部表彰について民間研究者より

勝 っており，民間研究者の方が勝 っているのは国

内および海外特許，研究の実用化，内部表彰であ

る。 このような研究成果の差異は，国研は基礎研

究，民間は応用 ・開発に重点をおいていることの

反映でもあろう。

 各国立研究所の間の研究成果の量質のばらっ き

はかなり大 きいようである。

 研究者の自己イメージをみると，主観的な 「独

創性傾向」2}では民間の研究者が国研を上回って

おり，国研の研究者 は組織内外の研究者との競争

意識 も低い傾向にある。

 (2)研 究者の職務満足度とその決定要因

 研究者の職務満足度 は民間の方が国研よりやや

高かったが，どのような要因が職務満足度を決あ

ているかを知るために因子分析を行なった結果，

5つ の因子が抽出された。民間の研究者の方が国

研 の研究者 よ り有意に満足度が高 いのは，「評

価 ・処遇」(給与，ボーナス，昇進，人事評価)お



174

よび 「研究人材マネジメント」(人材のスカウトと

多様性 ・異質性，研究専門職キヤ リア，研究補助

者のサポー ト体制)で あることがわかった。他方，

国研 の研究者 の方が民間より有意に満足度が高

か ったのは 「外部 との情報交流」であった。それ

ゆえ，国研の研究者の満足度を高あるには，人事

評価をより明確 ・公正にし，報酬 と昇進によりよ

く反映させること，および研究人材マネジメント

に力を入れる必要があろう。民間の研究者の満足

度を高めるたあには，外部の研究者 との交流や外

部での発表機会を増やすことが有効であろう。外

部情報交流の満足度を職位別にみると，管理職に

比べて一般の研究者の満足度が低かった。第一線

の研究者に外部交流の機会をより多 く与える必要

があろう。

 業績の高い研究者 と業績の低い者を比較 してみ

た結果を見 ると，民間ではほとんど満足度の差異

がなかったが，国研の研究者では，業績の高い研

究者の方が低業績者よりも評価 ・処遇に対する満

足度が低かった。民間では，十分 とはいえないと

しても，一応業績に応 じた評価 と処遇が行われて

いるのに対 して，国研では業績の高い研究者への

公正な評価と業績を反映 した給与 ・昇進制度が欠

けていることを示す ものであろう。

 (3)研 究マネジメン トと研究業績

 研究マネジメントのあり方と研究成果の関係を

分析 した結果，次のことが明 らかになった。国研

では，研究の自由度と外部情報交流を認めるマネ

ジメントが民間よりもよく行われているが，公正

な人事評価が行われていないことは前項の分析結

果 と照応 している。

 本人が第一著者である英文論文が多い研究者

は，市場のニーズにかかわらず自由な発想でテー

マを自分で設定 し，外部の研究者 との交流機会を

活用 し，研究に専念す る状況 に自らを置いてい

る。それとは対照的に，海外特許数の多い研究者

は，自分の興味 ・関心よりも市場ニーズに関連 し

たテーマを設定 し，外部 とのアカデ ミックな交流

は少な く，必要に応 じて柔軟に組織を編成 し，研

究評価のブイー ドバ ックを受けなが ら研究に取 り

組んでいる。このように目的 とす る研究成果に

よって適切な マネジメ ン トのあ り方 も異 なるので

あ る。

 (4)人 事評価と報酬

 研究者の年収のデータをみると，年齢とともに

上昇する傾向が認あられるが，民間の研究者の年

収の方が国研よりも分散が大 きい。年収と研究業

績の関係を見 ると，業績の多寡 はある程度年収に

反映 していることがわかる。具体的には，国立研

究所では学術的業績(国 内学会発表，国際学会発

表，欧米誌の論文)は 年収に影響があり，民間研

究所では学術的業績 と実践的業績(国 内特許，海

外特許，組織内表彰)の 双方が年収に影響 してい

るが，研究業績の年収への影響は国研よりも民間

研究所の方が大きい。

 評価と報酬の現状だけではなく，それに対する

研究者の要望 もたずねているが，研究業績の多い

人ほど，業績の差異による報酬の格差を大きくす

べきだと主張 している。人事評価と報酬のあるべ

き姿として，国立研究所では 「研究の結果だけで

はな く，研究テーマの難易度や努力の程度 も考慮

した，長期的な観点に もとずいた人事評価を行

い，その結果を本人にフィードバ ックすること，

そ して業績による報酬の格差はこれまでより大き

くすべきだが，研究上の自由度の拡大など非金銭

的報酬 も重視すべきだ」 という多面的な要望が表

明されている。民間の研究者の要望もほぼ同 じだ

が，国研よりも 「テーマの難易度や努力」を強調

する傾向が弱 く，結果重視の傾向が見られる。現

状と要望を比較すると，現状よりもっと研究成果

重視の報酬システムを研究者は期待 していると言

えよう。そのための人事評価においては，評価結

果を本人にブイー ドバ ックする必要がある。評価

プロセスの透明性を高あることは評価の公平性 ・

納得性を高める上で不可欠であろう。研究成果，

とくに論文など学術的業績を重視 している場合に

は，長期的観点の評価が求められよう。とは言え

それは，評価をあいまいにすると言う意味ではな

く，研究成果を長期的視点で評価するとして も，

そのプロセスにおいて短期的な到達点や目標を明

確にし，評価することが必要である。そのために

目標管理(MBO)や 多面評価(上 司だけでなく多
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数の人による評価)の 導入 も検討に値 しよう。

 (5)研 究者のキヤリアと研究業績一雇用の流動

   化に関する考察

 民間企業が力を入れている研究成果(特 許や研

究成果の実用化)に ついては，社内の部門間(基

礎，応用，開発，その他との間)移 動を経験 し，

プロジェク ト・メンバーと密接に情報交流 してい

る研究者の方が成果が高いが，企業間移動(転 職)

の有無とは関係がなかった。それゆえ，「流動化」

(企業間移動)に よ り競争的環境を作 り出 して研

究業績を高めようというね らいは，特許や研究の

実用化 という実践的研究成果については，必ず し

も期待できないと言えよう。またそのような研究

成果 は 「研究の自由度」を広げることによって も

上がるとは言えない。民間企業では，中途採用を

行 っている比率は国研 よりかなり低 く，また中途

採用の年齢 も35歳 未満と若 く， さらに， 民間で

は国研より若い年齢で研究の第一線か ら離れて管

理業務に移 ってゆ く。そして40歳 くらいになる

と，管理業務や雑用が多いことのたあに，研究者

としての年齢限界を強く意識するようになる。

 国内外の学術誌や学会での発表といった学術的

研究成果は，外部 との情報交流(民 間，大学，海

外の研究者)や 海外での研究経験 によって向上

し，また研究の自由度を高あるとそうした研究成

果は向上する。国立研究所では，国内外の学術誌

や学会での発表の件数 は，転職経験者の方が転職

経験のない者より多かった。転職経験 は外部の研

究者との情報 ネッ トワークをひろげる効果があ

り，それが研究成果にプラスの影響を与えるため

であろう。転職者の研究業績の高 さは，転職 によ

り研究成果が高 くなったのか，それとも転職者の

業績が以前か ら高かったのかを分析 した結果， も

ともと研究業績のある研究者が転職 してきたと見

る方が妥当であることがわかった。

 民間企業か ら国立研究所に移動 した研究者 は

「研究の自由度」，大学か ら国研 に移動 した者は

「よりよい研究環境」がそれぞれ転職の動機とし

て重視されている。国研に転職 した研究者は，研

究の自由度や研究環境にはある程度満足 している

としても，昇進機会，公正 な人事評価，給与 ・

ボーナスなどの処遇面で不満を抱いている。それ

ゆえ，評価や処遇の改善によって，優秀な人材を

惹 きっけ，満足感を与えることができれば，国研

への人材流入を増加 させる可能性がある。応用 ・

開発は民間，基礎は国研 という役割分担がある程

度存在するたあ，基礎研究者の流動化は主に国研

と大学の間での流動化ということになろう。「安

定 した雇用のもとでこそ創造的研究成果をあげら

れる」 という意見を支持する研究者 はそれに反対

する者より概 して多いが，民間より国研の方でよ

り多 くなっている。

 (6)リ ーダーシップと研究成果

 研究者 は上司としての中間管理職の リーダー

シップをどう見ているのか，そして リーダーシッ

プのあり方と部下の研究者の研究業績はどのよう

な関係にあるのかを分析 した。その結果を国研 と

民間で比較すると，国研の管理者の リーダーシッ

プはおしなべて民間の管理者の リーダーシップよ

り弱いことが判明 した。 リーダーとしての管理職

の行動様式は大きく3つ に分けられる。ひとつは

「配慮的 リーダーシップ」と呼ばれるもので，部下

の立場や感情に気配 りするタイプである。二つ目

は 「仕事中心のリーダーシップ」で，目標達成の

ために部下 を厳 しく管理 ・統制するタイプであ

る。3つ 目は 「変革型 リー ダーシ ップ」(金 井

1991)と 呼ばれるもので，研究チームを組織の方

針 ・戦略と結びつけ，新 しいアイデアを提案 し，

新 しい方法を試み，組織内外のネットワークをっ

くるというタイプである。国研の管理者はとりわ

け変革型 リーダーシップにおいて民間より劣 って

いた。

 リーダーシップのタイプと部下の研究業績の関

係を分析 してみると，意外な結果が見出された。

それは，上司が配慮的 リーダーシップを発揮する

と，部下の研究成果のいくつかは下がるという傾

向があり， また上司が仕事中心のリーダーシップ

を発揮 してもやはりいくっかの研究成果はかえっ

て下がる。それは民間でも，国研で も見 られる傾

向である。 このような調査結果は，研究者の仕事

の特性 と研究職場で求め られるリーダーシップの

あり方に起因すると考えられる。高学歴で，高度
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な専門知識やスキルをもつ研究者の仕事 は自律性

にとみ，上司への仕事上また人間的な依存を低下

させ，強い リーダーシップの発揮は，仕事上 も人

間関係上 も，不要な干渉や介入 と受けとあられる

のであろう。 しか し，第3の 変革型 リーダーシッ

プには研究業績に対するマイナスの影響は認あら

れず，研究の実用化に対 してプラスの影響があっ

た。研究所のリーダーに求められる要件は中間管

理職と上級管理職では異なる可能性 もあり，今後

検討すべき課題は多いと言えよう。

 (7)情 報交流と研究業績

 組織内外のコミユニケーションまたは情報交流

がどの程度行なわれているかは，研究の成果に影

響するはずである。情報交流と研究業績の関係を

分析 し，研究成果を向上させるには情報面で何を

すべきかを検討 した。その結果，国研 と民間では，

業績向上のために求められる情報交流の内容は異

なることが判明した。国研ではプロジェク ト内情

報交流 と組織外情報交流が重要な役割を果たして

おり，民間ではプロジェクト内情報交流 と組織内

部門間情報交流が重要であった。国研では組織外

情報交流 は研究業績にプラスの影響 を与えてお

り，プロジェクト内情報交流への影響 も認あられ

た。組織外情報がプロジェクトの研究の活性化 に

プラスに作用 していると考えられる。

 民間では，組織内情報交流は研究業績にプラス

の影響を与え，また組織内情報交流はプロジェク

ト内情報交流にプラスの影響があり，プロジェク

トの活性化に役立っ ことがわか った。民間研究所

の研究成果を向上させるたあには，組織内情報交

流に加えて，組織外の研究情報交流をも活発にし

てゆくこと，そ してその担い手として管理職だけ

ではな く，第一線の研究者 も積極的に参加させて

彼 らを外部情報に直接触れさせる必要があると言

えよう。

 (8)研 究者の職務態度と研究業績

 研究者の職務に対する態度(職 務コミットメン

ト)と 組織 に対す る態度(組 織 コミットメント)

は他の職種 とはかなり異なる特徴のあることが知

られている。われわれの調査結果において も民

間 ・国立お しなべて研究者の職務コミットメント

(職務への献身)が 非常に高い反面，組織コミット

メント(組 織への一体感)は 低いという研究者の

特徴がはっきり認め られた。国研の研究者は職務

への関心が強 く，組織への参加意欲は低いが，民

間の研究者は組織の意思決定への参加意欲は強い

ことがわかった。論文と特許はそれぞれ異なった

特徴を持つ研究者が成果をあげている。すなわ

ち，英文論文の業績 の多い研究者は仕事上の自

由， 自律性， 自発性を選好 し，組織に対 して距離

をおき，また主観的な 「独創性傾向」は非常に強

いことがわかった。海外特許で成果をあげている

研究者は，研究を通 じて決定に参加する意欲が強

く，組織への愛着 も強い。それと同時に， 自発的

意思が明確で，主観的独創性傾向もかなり強い。

 主観的独創性傾向と強い関係のある研究業績

は，国内特許，海外特許，本人が第一著者の英文

論文であった。

 (9)国 内事例調査

 国内アンケー ト調査を補完するたあに，国立研

究所4， 民間研究所5， 公的研究所2， 計11の 研

究所を訪問 し，所長クラスの 「代表者」と 「卓越

した研究者」のヒアリング調査を行った。調査対

象 は国研も民間もともに基礎研究志向の強いとこ

ろが選ばれている。民間は特許取得と事業化を重

視 し，基礎研究におけるコス ト低減や研究開発期

間のスピードアップに力をいれている。国研は民

間よりも基礎研究志向が強いが，研究所の方針 ・

戦略によって研究成果の事業化や特許の取得を重

視 している研究所 もある。

 民間は本社や親会社か ら研究資金を得ている

が，公募研究資金を得 ることを奨励 している研究

所 もある。民間の研究費 は重点的な傾斜配分を し

ているところが多い。公的研究機関でも外部評価

によって重点的な研究費配分を行なっている研究

所 もある。国研においても研究費の重点配分 は不

可能ではないが，メ リハ リをっけた配分を実際に

行 っている研究所は少ないようだ。

 研究成果の評価を上司が単独で適確に行 うこと

は難 しい。組織内外の専門家からなる評価委員会

で研究評価が行われる場合には研究者の納得性 も
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高まるだろう。研究評価の結果 は人事考課 に反映

され，民間では従来よりも大 きな差をっけようと

している。国研では，処遇に評価を反映させるこ

とがほとんど行われていない。評価結果を報酬 に

反映できていない国研では，昇格の際に過去の研

究成果を考慮に入れて昇進差をつけようとしてい

る。研究成果をあげた者には，彼 らが喜ぶような

研究支援策(た とえば，提案 したテーマを優先的

に承認するなど)や 研究の自由度を広げることも

行なわれている。

 海外の大学や研究所での研究経験 は，本人の研

究成果を高める上で大 きな効果があることがわ

かっている。欧米の大学や研究機関では，世界一

流の研究者 と直接交流することが可能であり，世

界的研究水準を肌で知 ることができ，また研究に

没頭できる環境であることがその理由である。

 望ましい人材 としては，変人でも独創性豊かな

研究者を求めるという意見がある一方で，研究能

力があるとともに，協調性や指導力のある人を求

あるという意見 もある。創造的研究の達成には周

囲のサポー トが必要 とされるという理由からであ

る。

 優秀な人材を獲得するために特別の施策を講 じ

ている所はほとんどないようだ。国研の研究者 は

公務員であるため，研究所 として人材選びに直接

関与で きないのが問題であるという指摘 もあっ

た。研究人材の流失は少ないので，定着策 は特に

講 じていないという所が多い。それよりも，研究

成果を出せない人の対策に苦慮 しているという所

が少なくないようだ。研究成果の出ない人には，

昇進 ・昇格を見送 るようにしている。他の部門や

他の職種に移動させたいが，国研の場合は適当な

転出先や適職が民間に比べてごく限 られるという

問題がある。

 今後の課題 として，終身雇用の研究者 と任期付

雇用の研究者の両者をいかに リンクさせるかとい

う問題が指摘され，任期付雇用から終身雇用に移

行するメカニズムを作る必要があると言 う。人材

の流動化だけではなく，いろいろな形での外部人

材との交流の活発化，外部 との情報交流の活発化

によって研究成果の向上を図ることも大切であ

る。「ボスドク1万 人計画」は野心的に過ぎ，民間

研究所がその受 け皿 とはなっていない現状では，

本人たちの将来不安 は大きいという声もあった。

定員削減のもとで，ボスドクは有用 ・不可欠であ

り，研究組織の活性化にある程度貢献するが，本

人たちは前途の雇用不安で研究に打ち込めないと

いう問題があると指摘 されている。

 (10)イ ギリス調査

 イギ リスのGDPに 対するR&D支 出比率 は他

の先進国に比べて低 いが，ノーベル賞の受賞者は

アメリカに次 いで多 く，また他の国に先駆けて国

営企業の民営化，国立研究所のエージェンシー化

を実行 したという点で注目に値する。この調査で

は，小 さいサンプルながら国立 と民間の研究者の

アンケート調査を行い，3つ の研究所の事例調査

も行 った。

 アンケート調査の結果を見ると，イギ リスの研

究者 は日本に比べてかなり学歴が高 く，博士課程

卒業者 は民間で半数，国研では100%近 くにのぼ

り，日本の2-3倍 という高さである。研究業績に

ついては， 日本 は特許で優位 にたつが，イギ リス

は論文で日本 を上回 る。研究者の満足度 は，国

研 ・民間ともイギ リスの方が日本 より高い。日本

の研究者の満足度がイギ リスより高いのは報酬と

雇用安定についてである。イギ リスの方が満足度

が高いのは，外部研究交流や公正な人事考課であ

り， 日本の研究者 は評価のフィー ドバ ックを望ん

でいる。そしてイギ リスの研究者 は日本の研究者

より主観的独創性傾向が強い。

 貿易産業省傘下 のA国 立研究所 は96年 に運

営 の民間委託を行 った成功例である。組織変更

後，研究者 は 厂何を研究すべきか」を考えるよう

になり，研究の自由度 は増 し，研究者の興味や意

欲は向上 し，研究の質 も上がったと言われる。民

間 の情報 通 信 の大企業B社 は4，000人 のR&D

スタッフを擁 している。その研究所で注 目すべき

制度 として，優秀な実績をあげた研究者を 「アド

バイザー」に任命 し，研究者たちに外部情報を提

供する役割を担わせている例がある。製薬大手企

業C社 は売上の15%をR&Dに 投 じており，全

世界のR&Dス タッフは9，300人 にのぼる。 同社

は研究成果をあげるために失敗を許容する風土づ
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くりをしており，目標管理の導入により評価の透

明性を高め，多面評価制度によって評価の公正感

と納得性を高めている。

 (ll)フ ランス調査

 フランスは教育制度や社会階層においてエリー

ト主義的色彩が濃 く，中央政府の権限は強い。研

究開発費の負担および使用の両面で政府の役割が

大 きく，日本 の2倍 以上のウエイ トを占あてい

る。フランスは日本よ り基礎研究を重視 してお

り，日本は比較的開発重視だと言えよう。国立研

究機関の代表格のCNRSは 国立研究所複合体で，

自然科学が主体だが，社会科学の研究所も含んで

いる。近年，大学 との混合研究所(ミ ックス ・ラ

ボ)が 多数作 られている。研究者のうち外国人の

比率は16-17%で ある。国立研究所のステータ

スは高く，人材採用の応募倍率は15倍 位である。

採用 は公務員規定 により31歳 以下 とされてお

り，それ以上の年齢では優秀な人材がいても獲得

できないたあ，問題 とされている。国研の研究者

は報酬水準 もまずまずで，「雑用」に煩わされずに

研究に専念でき，高い地位 と威信を享受できるの

で，国研 は居心地の良い職場 とされているが，研

究の活性化が課題 となっている。そのたあに人材

の流動化が必要だという意見が強くなっており，

大学や産業界，地方 自治体などに籍を移す例 も出

ていると言 う。CNRSと して，遺伝 ・情報など戦

略部門を強化 し，対米格差を縮小することがこれ

か らの課題 である。

 以 上 のよ うに， イギ リス とフランスの研究 開発

体制(National Systems of Innovation)は そ れぞ

れ特徴 があ り，強 み も弱 み ももってい る。 それぞ

れのシステムの弱 みを克服 するたあの改革 を導入

しっっ ある。国 のイノベー ション ・システムを比

較 し，他 国 の長 所 を取 り入 れ， 自 らの シス テム

の弱点 を補 うことは可能 であろ う(Nelson 1993，

Edquist 1997)。 例 え ば，大学 ，民 間，国研 の間の

人材，情報，資金，パ ワー，研究成果 の構造 と移

動 の比較 分 析 は有 益 で あ る。 内部 管理 にっ いて

も，外国 に比べ てわが国 の研究者 の不満 が強 い外

部情報交流や人事評価面 の改善 は研究業績 の向上

に資す るといった具体的示唆が得 られよ う。

3.調 査結果の検討

 この調査研究の主要論点を取 り上げて検討 しよ

う。

 (1)研 究 の仕事 とモチベー ション

 図1は 動 機 づ け(モ チ ベ ー シ ョ ン)の 「期 待

理論 モデル」 を示 した ものであ る(Lawler l981，

Beer 1984)。 本 調査の結果を このモデルに当 ては

あて説 明す ることがで きよう。期待理論 とは，簡

単 に言 えば，努 力が業績 につなが り，業績が報酬

にっ なが ると期待 で き るな らば，働 く人 は満 足

し，再 び業績 をあ げるよう動機 づ け られ るという

_區 嶋 鱧 塁]
      一__ ↓/t
個人のモチベーションは下記の要因の関数：

  1.努 力が業績につながるという期待

  2.業 績が報酬につながるという期待

  3.知 覚された報酬の魅力

團
」

           出所 ：Beer(1984)

図1 モチベーションの期待理論モデル
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行動モデルである。 この図の報酬には給与 ・昇進

などの 「外的」経済的報酬だけではなく，仕事 自

体の面白さや他人の賞賛など 「内的」報酬，非経

済的報酬 も含まれる。研究職にとっては，経済的

報酬 もさることながら，内的報酬が重要な意義を

もつと言えよう。業績は努力だけではなく，能力

によって も左右され ることが図 に示 されている

が，能力には生来のものだけではなく， トレーニ

ングによるものも含まれる。研究者の場合，努力

と業績をっなぐ矢印の線に 「能力」 と並んで 「情

報」を加えたほうがよいと思われる。情報または

コミュニケーションは研究業績に大きな影響があ

ると考え られるのである。

 この期待理論モデルか らの重要な示唆は，満足

は業績と報酬の結果であり，業績の 「源泉」はモ

チベーションにあるという点である。結果として

の満足はブイードバ ックされて動機づけに間接的

に影響を与えるのではあるが。公正と公平の認知

とは，報酬決定のプロセス(評 価を含む)が 公正

であると知覚され，また他の人の報酬との比較で

公平であると本人に感 じられるかどうかによっ

て，満足度が左右されることを示 している。以上

のように，期待理論モデルは研究者の業績の決定

要因の分析と説明に用いることができ，有益な示

唆を与えるものである。

 (2)研 究業績の決定要因

 この調査では，研究者の業績尺度 として13項

目を取 り上 げたが，それを論文や学会発表などの

「学術的業績」と特許や研究の実用化など「実践的

業績」の2つ に括ることができる。学術的業績は

基礎研究志向である国立研究所で目立 った成果を

あげており，実践的業績 は応用 ・開発志向の民間

研究所で目立 っている。学術的業績をあげるに

は，研究上の自由や仕事の自律性を享受 している

こと，活発な外部情報交流の存在や外国での研究

経験がプラスに作用 していた。実践的業績をあげ

るうえでは，組織内情報，市場環境情報，柔軟な

研究組織運営などが重要な意味をもっている。研

究成果を左右する要因 として，内外の情報交流の

影響は大 きいものがあり，情報のマネジメントは

研究 マネジメ ントの重要な一環であると言えよ

う。

 今後の方向として，民間研究所でも，豊富な外

部情報交流がより重要になるだろう。なぜなら，

国内外の大学や公的研究機関とのより密接な情報

交流が新製品開発で優位に立つうえで重要になる

からである。他方では，独立行政法人化する国研

はより自立的，競争的な状況に置かれるので，組

織の戦略 ・方針設定にメンバーを参加させ，組織

方針を組織内に徹底する要請が強まり，組織内情

報交流を従来以上に活発にする必要があろう。研

究者の職務 コ ミットメントだけでな く，組織 コ

ミットメントもより重要になろう。

 研究者の評価と報酬については，国研の研究者

はおしなべて民間より満足度が低 く，とくに高業

績の研究者の不満が強かった。研究成果の報酬へ

の反映を従来より強める必要性は民間 ・国研に共

通 しているが，とくに独立行政法人化する国研に

おいて重要となり，業績重視の報酬決定が高業績

研究者の優遇と確保のために不可欠となろう。優

秀人材の確保(リ テイン)に 意識的に取 り組んで

いる所はほとんどないが，独創的研究成果に対す

る優秀人材の貢献の大きさ，独創的な人材の獲得

をあぐる国際的競争に思いを致すならば，人材の

スカウ トとリテインに無関心ではいられないはず

である。

 研究評価 ・人事評価については，評価の透明性

を格段に向上させる必要がある。報酬や昇進の決

定がたとえ妥当なものであったとして も，評価の

プロセスが不透明なため，公正でないと知覚され

れば，評価結果に対する不満が残ることになる。

わが国の人事評価に対する不満の最たるものは過

程の不透明，不明朗からきているといってよい。

研究評価 についての外部評価の導入 ・強化，人事

評価への目標管理(MBO)や 多面評価制度の導入

は，管理者の負担を重 くするかもしれないが，そ

れに値する結果一評価 される研究者の満足度とモ

チベーションの向上一をもたらすであろう。最近

の動 きとして，上司や斜め上の関連上司だけでな

く，同僚や部下か らの評価 も含む 「360度 評価」

を実施する例 も出てきている。

 研究組織の リーダーシップについては，配慮的

リーダーシップも仕事中心の リーダーシップも有
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効でないことが判明 し，変革型 リーダーシップが

期待 されていることが明 らかになった。 トップだ

けではなく， ミドルマネジメントにも変革型 また

はアントルプレナー型(先 に示 した 「変革型 リー

ダーシップ」の内容を見ると，起業家型，アント

ルプ レナー型 と呼んでも差 し支えないだろう)の

リーダーシップが求められるのが現在の状況なの

である。 グローバルな新製品開発競争の渦中にあ

る民間企業も，独立行政法人化する国研も，研究

開発 という価値創造に直接かかわる人たちを効果

的に管理するスキルを身にっける必要に迫られて

いると言えよう。人間中心か業績中心かという伝

統的な リーダーシップ ・スタイルか ら，変革型

リーダーシップへの脱皮によって， メンバーを動

機づけ，業績向上に役立たせる必要があるという

点で は，研究組織 も例外ではない。そのような

リーダーの選抜 と育成は， とくに大 きな組織変革

に直面 している国研において強く求められている

と言えよう。

 (3)研 究者のキヤ リアと流動化問題

 わが国の民 ・官 ・学の間の研究人材の流動性は

欧米に比べるとかなり低いと言えるが，今回の調

査から得 られたデータから推測すると，セクター

間の研究人材の移動 は，おおよそ図2の ように

なっていると思われる。(ただ し，民間と国研の研

究者から得 られた情報であり，大学研究者よりの

情報を欠いているという制約があることに注意す

る必要がある)。矢印の方向はあるセクターから

他のセクターへの人材の移動を示 し，線の太さは

移動量の大小を表 しており，点線は最 も少ない移

動量を示 している。

 転職者の受け入れ比率が最 も高いのは国立研究

嵩冫国
   図2 研究人材の外部移動

所であり，大学 と民間の双方から人材を受け入れ

ている。逆に国研から民間や大学に転ずる研究者

はそれより少ない。民間から大学へ移る研究者も

少ないようだが，大学から民間に移る研究者はあ

る程度存在する。民間では他の民間研究所か ら移

動する者が最 も多い。今後，セクター間の人材移

動の高 まりを国 の技術政策立案者 は期待 してお

り，ボスドクの大増強や任期付き雇用制の導入 も

進あられているが，セクター間人材移動が短期間

に増大することはあまり期待できないだろう。注

目されるのは国研である。これまでも国研は人材

の受け入れに民間よりも積極的だったが，今後独

立行政法人化するなかで，優秀な人材受け入れの

ニーズはさらに強まるだろう。 しか し，高度成長

中の研究機関を除くと，それよりもむ しろ人材を

オーバーフローさせ る圧力が高 まるか もしれな

い。 もともと国研内の人材の内部移動の余地 は民

間に比べてはるかに小 さく，外部移動の可能性も

ごく限られていた。従来よりも競争的な研究環境

に身をおくことになる国研では人材のオーバーフ

ローの必要性が強まる可能性がある。

 民間企業の研究人材 は図3に 示 されているよ

うに，研究 ・開発 ・製造の各部門の間で，上流か

ら下流へ と太い流れに沿 った人材のスピルオー

バー(流 出)現 象が見られた。それゆえ，研究や

応用 といった上流部門では絶えざる人材の新陳代

謝が行なわれているわけだ。 しかし同時に，上流

への人材移動すなわち 「逆流」 も少なからず存在

している。

 専門職制度は民間研究所ではかなり普及 してい

るが，国研ではあまり行なわれていないようだ。

民間の研究者の半数ほどが専門職キヤ リアを選好

しており，管理職志向より多 くなっている。国研

は基礎研究志向で，研究の専門組織であるから，

管理職 コースと専門職 コースのいずれかを選べる

造製

ご醗↓↑礪 ㊨ω㈹

図3 民間企業における研究者の内部移動
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二重キャリア制度があれば，専門職 コー・スを選ぶ

研究者は少なくないと思われる。 これまでは国研

相互間や国研か ら民間への移動は少なか ったが，

今後は外部との研究交流，情報交流が高まるなか

で，他の研究機関や民間への人材移動機会の開拓

にも努めるべきだろう。また，組織内の間接部門

への異動や民間企業の現業部門に相当する行政部

門への移動も，研究所か らスピルオーバーする人

材の行 き先として検討 し，移動先を開拓 していく

必要 もあろう。

 人材の流動化 は， 日本経済の再生や創造的研究

環：境づくりのたあのキーワー ドであるかのように

用いられることが多い。人材の排出ができないた

めに組織革新が不徹底に終わるというような場合

は確かにあるだろう。 しかし，次のような調査の

結論 もある。「創造的人材は移動性向が強いとい

うのは臆断にすぎない。……社員が創造的な仕事

ができないのは，メンバーが同質的であるからで

はなく，自己啓発や充電のゆとりがないからであ

る。……日本的雇用慣行は創造的労働と基本的に

整合的である」(稲 上1998)。 複雑困難で創造的

な仕事 と流動的雇用(「フレクシビリテイ」の議論

でいう雇用人員の 「数量的柔軟性」の高さ)は 両

立 し難 いという見解 もある(石 田1999第3章)。

少なくとも，流動化が創造的研究成果に導 く唯一

の道ではないこと， また競争的研究環境 と人材の

流動化がイコールでないことも確かである。っま

り，仮に人材の組織間移動が少なくても，人事異

動や出向人事(外 部共同研究や在外研究など)，競

争的研究費配分，昇進や報酬 システムの業績主義

化，変革型 リーダーシップと組織風土変革などに

よって も競争的環境をつ くることができるのであ

る。

 組織間の人材流動性の低さを(民 間企業に見 ら

れるように)組 織内の人材異動によってある程度

補うことができるし，またその弱点を外部情報交

流の活発化によって補うことも可能である(守 島

1998)。 要するに，わが国の研究の場において創

造的な研究成果の向上にむけての選択肢は多数あ

るわけだ。創造的な業績をあげる有能な人材は経

済的インセンティブに敏感で，移動性向が強いた

あ，高い金銭的報酬で報いる必要があるというア

メ リカ流の 「ベ ンチヤー企業型人材マネジメン

ト」がアメ リカ企業の典型的人材管理 とも言えな

いし，まして日本の研究所の人材問題の唯一の万

能 的解決策 を示 して いるわ けで もない(石 田

1999第7章)。

 (4)わ が国の研究所におけるモチベーシヨンと

   業績向上

 先に示 したモチベーシヨンの期待理論モデルに

われわれの調査結果をあてはあ，何が研究業績を

左右 しているか具体的な構図を明 らかにしてみよ

う(図4)。

 研究業績を学術的業績と実践的業績にわけて，

それぞれが主 としてどのような要因の影響を受け

て業績 につながるかを示そ うとしたのが図4の

モチベーションと研究業績の間に介在する諸要因

である。主観的独創性傾向は研究者の自己認知に

よる独創性傾向であるが，業績 との相関が認あら

れている。変革型 リーダーシップは研究機関の

リーダーにも求あられる リーダーシップのタイプ

であり，国研では従来はあまり見 られなかったも

のである。職務コ ミットメント，研究の自由度，

外部情報交流，外部研究交流，転職経験はとくに

学術的業績向上に資することが認められた要因群

である。組織内情報交流，組織コミットメント，

柔軟な組織編成，人材の定着はとくに実践的業績

向上にプラスと認め られた要因群であ る。 しか

し，外部情報交流や研究の自由裁量性は，今後，

実践的研究業績を向上 させる上でも重要 になろう

し，組織内情報交流や柔軟な組織編成 は，今後，

学術的研究業績を向上 させるたあにも重要になる

可能性が大 きい。

 評価プロセスの透明性の低いことは評価の公正

さに疑いを抱かせ，評価結果への不満を強める。

評価制度の改革はとくに公的研究機関にとって緊

要の課題であり，民間を含あて，評価の透明性を

高あることは不可欠の課題だと言えよう。研究者

は給与や昇進の決定に研究業績をより強 く反映さ

せるべきだと考えている3)。研究者にとって， 給

与 ・ボーナスや昇進といった外的 ・経済的報酬は

やはり重要だが，仕事の充足感，学界での評判，

内外での表彰なども彼らにとって重要な内的 ・非
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図4 わが国研究機関のモチベーションと業績の決定要因

経済 的報酬 であ る。 それ らの結 果 と しての研究者

の満足 はモチベー シ ョンに ブイー ドバ ックされ，

業績 の向上 を促 す ことにな る。

 (5)結 び一研究業績の阻害要因と対応策

 最後に， この調査研究によって明らかになった

研究業績向上の阻害要因は何か，そ してそれへの

対応策はどうあるべきか提言を示 して結びとしよ

う。

 まず，民間と国研に共通 して言えることは次の

2点 である。

 1)こ れからの研究所に求められている研究管

理者の リーダーシップは変革型 リーダーシップで

ある。それはわが国の研究所の リーダーによ く見

られ るタイプとは言 えない。研究管理者や リー

ダーの選抜に際しては，そのような資質的要件を

重視すべきであり，また， リーダーの トレーニ ン

グの眼目としても変革型 リーダーシップを念頭に

おくべきであろう。

 2)評 価の不透明性か らくる不公正感や納得性

の低 さが問題である。外国との比較でも日本の研

究者 は評価に対する不満が強かった。研究評価と

人事評価に研究組織(と くに国研)は 本腰を入れ

なければならない。 目標管理など本人参加型で業

績重視の評価制度 は研究者の評価にも適用可能で

ある。研究評価への外部評価の導入も必要不可欠

であろう。より有効な評価制度の実施には，とく

に管理者の負担の増加が避けられないが，評価は

人材マネジメントの核心ともいえる重要事項であ

り，組織風土とも不可分の関係にある。評価制度

改革への取り組みな くして，人材マネジメントと

組織風土の変革はありえないと考えるべきであろ

う。

 民間研究所の業績向上の阻害要因として次の3

点が重要であろう。

 3)過 剰な年齢意識の存在 と年齢重視のキ ャリ

ア管理は研究人材の有効な配置と活用を妨げてい

ると言えよう。何歳であろうと独創的な研究を続

けられる人がいる一方で，比較的早期に研究の仕

事か ら外 した方がよい人や研究よりも管理の仕事

に才たけた人もいる。民間企業の内部人材移動は

研究人材の選抜，配置，キヤリア開発上重要な意

味をもっているが，一律的な年齢管理に傾きがち

である。エイジフリーの人材マネジメントの徹底

によって，研究人材管理の新 しい可能性が開けよ

う。
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 4)外 部情報交流の不足が民間研究所に一般的

な問題 としてあげられる。外国との比較でも日本

の研究所(と くに民間)の 外部情報交流の低 さが

目立 っていた。民間が論文や学会発表よりも特許

取得や新製品開発に力を入れるのは当然だが，情

報技術やバイオなど戦略分野をはじめとして現代

の新技術 ・新商品の開発状況を見ると，外部 との

研究交流や情報交流の重要性が増大 している。日

本の企業間の人材移動 は外国に比べてかなり低い

のは事実であるが，それを今す ぐに流動化 させる

という行 き方よりも，まずは活発な外部との情報

交流や研究交流によって異質性を導入 し，創造的

刺激を与えるという行 き方の方が現実的だと言え

るだろう。

 5)激 しい新製品開発競争のもとで， 企業研究

者の研究上のゆとりのなさと自由度の不足，自己

啓発機会の欠如が問題 となっている。研究のタイ

ト・コントロールとリスク回避を助長する組織風

土は研究者の創造性を抑圧 し，新製品開発にもマ

イナスに作用する。高い研究業績の見返りとして

研究者 は自由裁量の増大を望んでいる。研究者の

自由度 と研究組織の戦略的コントロールとの間に

よ り高度のバ ランスが求あ られていると言えよ

う。

 国立研究所については，次の3点 を指摘 した

い。

 6)公 務員制度の制約 もあって， 国研は研究者

の採用にも自由裁量が乏 しかった。優秀な人材の

スカウトと確保(リ テイン)は 研究業績の維持 ・

向上のため不可欠である。それゆえ，中途採用を

含む研究者の人材調達の自由化が強 く望まれる。

業績の高い研究者に対 しては正当な，つまり市場

価値に見合 った報酬支払いを可能にすべきであ

る。国研で働 く業績の高い研究者は報酬への不満

が強かった。 もっとも，研究者の報酬は金銭的報

酬がすべてではない。業績に見合った研究資金配

分，研究サポー ト体制の優遇，研究上の自由裁量

の拡大などいろいろな形の見返 りで報いる方が研

究者のニーズに適うであろう。

 7)国 研では外部情報交流 は民 間より活発だ

が，組織内情報交流は民間より低調であった。今

後，国研の組織変更にともなって，経営の独立性，

研究方針の自律性が強まるとするな らば，研究方

針の組織内への徹底と研究員の参加が従来より求

められるようになり，組織内情報交流を活発化す

る必要が強まろう。

 8)人 材の固定性の問題がある。 国研はもとも

と研究専門組織であ り，民間のように組織内に

「川下」の開発部門や製造部門を持たないから，組

織内人材移動の可能性は民間に比べてごく限 られ

る。とはいえ，今後，国研が研究業績を向上させ

てゆ くうえでは，人材 トレーニングとキヤリア開

発に力を入れるとともに，外部出向型研究プロ

ジェクトへの参加，組織内人材異動と組織外への

人材移動などいろいろな方策を活発化するよう努

める必要があろう。

注

)1

)2

)3

この調査は科学技術庁の平成ll年 度科学技術政

策基礎調査の一環として実施された 「創造的研究

成果を促す研究者の人材マネージメントのあり

方に関する調査」(2000年3月 社会工学研究所)

の結果を筆者の責任で要約 したものである。筆者

は同調査 プロジェク ト作業委員会の主査を務め

た。そのメンバーは梅澤隆 永野仁，村上由起子，

義村敦子，蔡在錫，石川淳，および筆者である。

調査データの利用 と公表を認めて くれた科学技

術庁政策局計画 ・評価課に謝意を表 したい。

「主観的独創性傾向」の構成要素としては，質問

票の問11に ，独立心，高い目標，好奇心，ロマ

ン，正義感，集中力，柔軟性，達成意欲，想像力，

ひらめき，闘争心，不屈さ，批判精神，客観性，

競争心などがあげられ，本人が自己評価するよう

になっている。

稲上(1998)に よ ると，現状では40歳 台前半の

民間企業従業員で，業績の高低による給与格差は

平均 に対 して上下それぞれ15%の 開 きがある

が，望ましい格差としては，高業績者には現状に

15%上 積 みしてプラス30%， 低業績者に対 して

は現状より5%引 き下げてマイナス20%と い う

比較的 「控えめな」格差拡大である。
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